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人事院総裁決定 

令和５年９年 19日 

 

人事行政諮問会議の開催について 

 

１ 趣旨 

デジタル化が進展し、人材戦略の重要性が増大する新たな時代を見据え、優秀

な人材を公務に誘致する上で不可欠である人材マネジメントのグランドデザイ

ン構築が急務となっていることから、公務員人事管理の在り方について聖域を

設けることなく骨太かつ課題横断的な議論を行うため、人事行政諮問会議（以下

「会議」という。）を開催する。 

 

２ 組織 

会議は、委員５人で組織する。 

 

３ 委員の指名 

委員は、人事行政に関して優れた識見を有する者のうちから、人事院総裁が指

名する。 

 

４ 座長及び座長代理 

⑴  会議に座長１人を置き、委員の互選により決定する。 

⑵  座長は、会務を総理し、会議を代表する。 

⑶  会議に座長代理１人を置き、委員のうちから、座長が指名する。 

⑷  座長代理は座長を補佐し、座長に事故があるときは、その職務を代理する。 

  

５ 庶務 

  会議の庶務は、企画法制課において処理する。 

 

６ 雑則 

  この決定に定めるもののほか、議事の手続その他会議の運営に関し必要な事

項は、座長が会議に諮って定める。 

 

以   上    
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資料１




 
 

人事行政諮問会議 委員名簿 

     
    

       

荒
あら

木
き

 尚
たか

志
し

 東京大学大学院法学政治学研究科教授 

 

小林
こばやし

 洋子
よ う こ

 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 

（ＪＡＸＡ）監事 等 

 

峰岸
みねぎし

 真澄
ま す み

 株式会社リクルートホールディングス 

代表取締役会長 兼 取締役会議長 

 

     宮島
みやじま

 香澄
か ず み

 日本テレビ放送網株式会社報道局解説委員 

 

森田
も り た

  朗
あきら

 東京大学名誉教授 

  

         

（五十音順、敬称略） 
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資料２




（写） 

事 企 法 ― ２ ５ ２ 

令和５年９月２５日 

人事行政諮問会議 

     座長 殿 

 

人事院総裁 川本 裕子    

 

諮 問 書 

 

貴会議に下記の事項を諮問します。 

 

記 

 

公務を取り巻く環境が大きく変化し続け、不確実性を増していく時代にあっ

ては、これまでの延長線上での対応では公務員人事管理の課題に対する解を見

いだすことは困難である。また、優秀な人材を公務に誘致するためには、社会情

勢の変化やデジタル化が更に進展し、人材戦略の重要性が増大する新たな時代

を見据え、国家公務員の在るべき姿などについて明らかにするとともに、人材マ

ネジメントのグランドデザインを構築することが急務となっている。そのため

には、公務員人事管理の在り方について、聖域を設けることなく骨太にかつ課題

横断的に議論する必要がある。 

これを踏まえ、公務人材マネジメントの抜本的なアップグレードを実現し、多

様で有為の人材を確保・育成するために、人事行政・人事管理の在り方に関し審

議し、提言することを求める。 

 

以   上    
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資料３




人事行政諮問会議運営規則（案） 

 

令和５年○月○日 

人事行政諮問会議 

 （趣旨） 

第１条 人事行政諮問会議（以下「会議」という。）の議事の手続その他会

議の運営に関しては、「人事行政諮問会議の開催について」（令和５年９

月 19日人事院総裁決定）に定めるもののほか、この運営規則の定めると

ころによる。 

 

 （開催） 

第２条 会議は、座長が招集する。 

２ 前項の場合において、座長が必要と認めるときは、Web会議サービス

（映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話をす

ることができるものをいう。以下同じ。）を利用した会議を開くことがで

きる。 

３ 座長は、会議を招集しようとするときは、あらかじめ、会議の期日、

場所、議題その他の必要な事項を委員に通知するものとする。 

４ 人事院の出席者は、人事院総裁、事務総長、関係局の局長級職員等と

する。 

５ 座長は、その必要があると認める場合には、人事院の職員以外の者で

あって見識を有するものをオブザーバーとして指名し、会議に参加させ

ることができる。 

 

 （委員の出席等） 

第３条 委員は、あらかじめ座長の承認を得たときは、Web会議サービス

を利用して会議に出席することができる。 

２ 会議を欠席する委員は、代理人を会議に出席させることはできない。 

３ 会議を欠席する委員は、座長を通じて、当該会議に付託される事項に

つき、書面により意見を提出することができる。 

 

 （議事） 

第４条 会議は、座長又は座長代理が出席し、かつ、委員の過半数が出席

しなければ、開くことはできない。 

２ 会議は、委員間の率直かつ自由な議論を確保するため、原則非公開と

する。ただし、座長が必要と認めるときは、会議の全部又は一部を公開
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することができる。 

 

 （議事録） 

第５条 座長は、会議における議事について、議事録を作成する。 

２ 議事録及び配付資料は、公表するものとする。ただし、座長は、議事

録及び配付資料を公表することにより審議に著しい支障を及ぼすおそれ

があるときその他特別の事情があるときは、議事録及び配付資料の全部

又は一部を公表しないことができる。 

 

 （ワーキング・グループの開催） 

第６条 会議は、特定の事項について調査するため、その議決をもってワ

ーキング・グループを開催することができる。 

 

 （雑則） 

第 7条 この規則に定めるもののほか、会議又はワーキング・グループの

運営に関し必要な事項は、座長が定める。 
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第１回 人事行政諮問会議

事務局説明資料
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資料５－１




公務を取り巻く状況について
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令和５年 公務員人事管理に関する報告（抄）（令和５年８月７日）

現下の公務員人事管理の課題について早急に対処し、国家公務員制度を時代環境に即したものに

アップデートする必要がある一方、公務を取り巻く環境が大きく変化し続け、不確実性を増していく時

代にあっては、これまでの延長線上にある考え方では公務員人事管理の課題に対する解を見いだすこ

とは困難である。また、デジタル化が進展し、人材戦略の重要性が増大する新たな時代を見据えて、公

務の在るべき姿、求められる人材像、国家公務員に求められる行動規範、その他現代化のための論点

を明らかにするとともに、優秀な人材を公務に誘致する上で不可欠である人材マネジメントのグランド

デザインを構築することが急務となっている。

本院は、公務員人事管理の在り方について聖域を設けることなく骨太かつ課題横断的な議論を行う

ため、各界有識者による会議を設置し、令和６年秋を目途に最終提言を得る。その議論・提言を踏まえ

ながら、公務員人事管理について抜本的なアップグレードを実行していく。

※太字、下線及びハイライトは事務局による
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公益・公共性への関心の高まり
パーパス経営の広がり、 SDGｓ等
国際規範を意識した事業活動

各府省におけるミッション等策定

生産年齢人口減少による
人手不足

求人倍率増、賃上げ競争
受験者減、離職率の増加
処遇改善（若年層賃上げ 等）

キャリア意識の変化など
働くことに対する価値観の変化

副業・兼業の広がり
エンゲージメント・やりがいの重視

兼業の原則禁止
意識調査の実施

グローバル人材確保・育成の
重要性増大

海外展開の拡大、グローバル経営
長期在外研究（海外留学）の拡大
国際機関派遣の停滞

共働き世帯の増加など、
ライフスタイル・ワークスタイルの変化

時間外労働の上限規制、働き方の柔
軟化（限定正社員・フレックスタイム
制・テレワーク）の進展

超過勤務命令の上限の導入、フレック
スタイム制・テレワークの広がり、配偶
者同行休業の創設

デジタル化の進展 人事管理のデジタル化
デジタル庁設置
人事管理のデジタル化の検討

公務を取り巻く環境

説明責任の高まり 企業情報の開示の拡大
行政の説明責任の増大
EBPMの推進

民間企業の状況 公務の状況

社
会
の
変
化

高スキル人材の需要増大
高スキル職獲得競争激化

特定任期付職員増
民間人材活用の拡大

リスキリングの進展 自己啓発等休業の創設

ダイバーシティの浸透 ダイバーシティマネジメントの広がり 女性活躍の推進

人口減少

グローバル化、
技術進展

価値観の
多様化

ガバナンス
強化
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第１回人事行政諮問会議

参考資料
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資料５－２




I. 生産年齢人口減少による人手不足

（出典）内閣府「令和5年版高齢社会白書」に基づき事務局において作成

⚫ 生産年齢人口は減少傾向。社会全体として、労働力の確保、労働生産性の向上が急務に
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I. 生産年齢人口減少による人手不足
（１）民間企業の状況～民間企業の採用意欲の回復～

⚫ 有効求人倍率はコロナ禍前の水準まで回復しつつある

（出典）厚生労働省「一般職業紹介状況」に基づき事務局において作成

有効求人倍率の推移

（注）パートタイムを除く常用の月間有効求職者が対象

0
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I. 生産年齢人口減少による人手不足
（２）公務の状況～採用試験の申込者数の減少

⚫ 国家公務員採用試験の申込者数は減少傾向

（参考）地方自治体の採用試験受験者数の推移

（出典）総務省「令和３年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果」に基づき
事務局において作成

国家公務員採用試験申込者数の推移

昭
6
0
 

（出典）人事院「国家公務員採用試験実施状況」に基づき事務局において作成

平
元

令
元
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I. 生産年齢人口減少による人手不足
（３）公務の状況～離職率の増加～

⚫ 国家公務員の離職率は一般労働者に比べると低いが、微増ながら年々増加する傾向。とりわけ、若年層の離
職率にその傾向が強い

（出典）厚生労働省「雇用動向調査」、人事院「一般職の国家公務員の任用状況調査」に基づき、
事務局において作成

（出典）人事院「一般職の国家公務員の任用状況調査」に基づき、事務局において作成

公務の年齢階層別離職率
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I. 生産年齢人口減少による人手不足
（４）民間の状況～賃上げ競争の激化～

⚫ 民間企業においては、近年、いずれの企業規模においても初任給の引上げが続いている

（出典）人事院「職種別民間給与実態調査」に基づき、事務局において作成
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I. 生産年齢人口減少による人手不足
（５）公務の状況～公務における処遇改善（若年層賃上げ）～

⚫ 公務において、人材確保が喫緊の課題であることを踏まえ、若年層を重点にした賃上げを実施

行政職俸給表（一） 改定率（2023年）

係員 係長 課長補佐 室長 課長

1級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 10級

5.2% 2.8% 1.0% 0.4% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3%

（注） 上記改定率は、各級の号俸別の人員を加重して算出したもの

月収 約2.7％

年収 約3.3％

給与改善率（2023年）

（出典）令和５年人事院勧告関係資料に基づき事務局において作成 （出典）各種報道やニュースリリース等に基づき事務局において作成

各種調査 賃上げ率

経団連調査
大手企業 3.99%

中小企業 3.00%

厚労省調査（主要企業） 規模計 3.60%

日本経済新聞社調査 3.89%

東京都調査 規模計 3.92%

連合調査 規模計 3.58%

（参考）民間の春期賃上げ率（2023年）

（注） 上記の賃上げ率は原則として組合員平均
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Ⅱ. 高スキル人材の需要増大
（１）民間企業の状況～高スキル職獲得競争激化

⚫ 社会課題の複雑・高度化が急速に進展する中、高スキル職の人材獲得競争が激化する可能性がある

（出典）みずほ情報総研株式会社（2019）「IT 人材需給に関する調査」

国際人材競争力ランキング

（出典）JOBSCOPE（2022）「日本国際人材競争力は39位？」

ＩＴ人材の不足数
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Ⅱ. 高スキル人材の需要増大
（２）公務における状況～特定任期付職員数の増加・民間人材の活用～

（出典）人事院勧告参考資料に基づき事務局において作成

⚫ 公務においては、高スキル人材の在職者数は2016年まで増加傾向にあったが、頭打ちであった。また、選考
採用者数が占める割合も増加傾向にあり、公務における民間人材の活用が進んでいる

(注）特定任期付職員とは、高度の専門的な知識経験等を有する者を、これ
を一定の期間活用して遂行することが特に必要とされる業務に従事させ
るため、任期を定めて採用された職員（例：弁護士、公認会計士、高度デジ
タル人材等）

（出典）人事院「任用状況調査」に基づき事務局において作成

試験採用者と選考採用者の人数比
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Ⅱ. 高スキル人材の需要増大
（３）公務における状況～自己啓発等休業の創設～

⚫ 公務においては、行政官の能力開発等を図る仕組みとして、自己啓発等休業制度が設けられている

（出典）人事院年次報告書に基づき事務局において作成

（注）自己啓発等休業とは、自発的に職務を離れて大学等で修学するこ
とや国際貢献活動への参加を通して国際協力に資することを希望する
意欲ある職員に対し、職員としての身分を保有しつつ、 職務に従事し
ないことを認めることができる無給の休業制度
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⚫ 日本企業の海外展開が進んでおり、売上高、海外在留邦人数ともに増加している

Ⅲ.グローバル人材確保・育成の重要性増大
(1)民間企業の状況～民間企業の海外展開の拡大～

（出典）経済産業省「海外事業活動基本調査」に基づき事務局において作成 （出典）外務省「海外在留邦人数調査統計」に基づき事務局において作成
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⚫ 公務においても、グローバル化に対応できる人材の育成を強化してきている

Ⅲ.グローバル人材確保・育成の重要性増大
（２）公務の状況～長期在外研究（海外留学）の拡大～

（出典）人事院「令和4年度年次報告書」

（注）行政官長期在外研究員制度とは、国際的視野を持ち、複雑・多様化する国際環境に的
確に対応できる行政官の育成を図ることを目的に、各府省の行政官を諸外国の大学院
（修士課程又は博士課程）に派遣し、研究に従事させる派遣研修制度 21
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（単位：人）

（年度）

派遣職員数の推移

年度末現在で派遣中の職員数

年度内の派遣職員数

（注）[  ] 内の数は、国立大学法人の発足や特定独立行政法人の非特定独立法人化等に伴い、派遣中に派遣法の対象外となった職員を除いた数である。

⚫ 国家公務員の国際機関等への派遣職員数は平成１８年以降ほぼ横ばいとなっている

Ⅲ.グローバル人材確保・育成の重要性増大
（３）公務の状況～国際機関等派遣の停滞～

（出典）人事院年次報告書に基づき事務局において作成 22



⚫ 民間企業においては、効果的な人材の配置、育成のため、タレントマネジメントを導入する企業が増えている

（出典）日本情報システム・ユーザ協会（2023） 「企業IT動向調査報告書」

Ⅳ. デジタル化の進展
（１）民間企業の状況～人事管理のデジタル化～

23



⚫ 公務の人材マネジメントにおいても、今後より一層データやデジタル技術の活用を進めていく

Ⅳ. デジタル化の進展
（２）公務の状況～デジタル庁の設置・人事管理のデジタル化～

（出典）人事院「令和4年度年次報告書」

（出典）デジタル庁HP

デジタル庁の発足（2021年）
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Ⅴ. 共働き世帯の増加など、ライフスタイル・ワークスタイルの変化

（参考）国家公務員についても、同様の状況であると考えられる

（出典）平成15年、20年、25年、30年及び令和5年の各年の人事院勧告参考資料に基づき
事務局において作成

⚫ 共働き世帯が増加。これまでの一馬力型モデル（男性雇用者＋専業主婦家庭）に基づく雇用はもはや過去のも
のとなっている

（出典）厚生労働省「令和5年版厚生労働白書」
25



⚫ 民間労働法制においては、２０１９年度から時間外労働の上限規制が導入された

Ⅴ. 共働き世帯の増加など、ライフスタイル・ワークスタイルの変化
（１）民間企業における状況～民間労働法制における時間外労働の上限規制～

（出典）厚生労働省「時間外労働の上限規制 わかりやすい解説」
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⚫ 公務においても、２０１９年度より超過勤務命令の上限が導入された

Ⅴ. 共働き世帯の増加など、ライフスタイル・ワークスタイルの変化
（２）公務における状況～国家公務員の超過勤務の上限規制～

（出典）人事院「上限を超えて超過勤務を命ぜられた職員の割合等について（令和３年度）」

原則
〔自律部署〕

他律的な業務の比重の高い部署
〔他律部署〕

◆月45時間以下
◆年360時間以下

◆月100時間未満
◆年720時間以下
◆２～６箇月平均80時間以下(注) 
◆月45時間超は年６箇月まで

超過勤務

正規の勤務時間

特例業務に従事する場合

※「特例業務」とは、大規模災害への対処、重要な政策に関する法律の立案、他国又は国際機関と
の重要な交渉その他の重要な業務であって特に緊急に処理することを要するものと各省各庁の長が
認める業務をいう。

(注)２箇月､３箇月､４箇月､５箇月､ ６箇月のいずれの期間に
おいても、平均が80時間以下であることをいう。

超過勤務の上限等に関する措置（現行制度）の概要

➢ 各省各庁の長は、原則として１箇月について４５時間かつ１年について３６０時間の範囲内（他律的
な業務の比重の高い部署に勤務する職員に対しては、１箇月について１００時間未満、１年について
７２０時間等の範囲内）で、必要最小限の超過勤務を命ずるものとする。

※【他律的業務の比重が高い部署】
・国会関係、国際関係、法令協議、
予算折衝等に従事するなど、業
務の量や時期が各府省の枠を超
えて他律的に決まる比重が高い

部署が該当し得る。
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⚫ 勤務地、職種を限定する「限定総合職」の割合は増加傾向にある

Ⅴ. 共働き世帯の増加など、ライフスタイル・ワークスタイルの変化
（３）民間企業における状況～民間企業における働き方の柔軟化の進展①～

（出典）厚生労働省「雇用均等基本調査」

平成28年 令和３年
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⚫ 民間企業ではフレックスタイム制、テレワークの導入が進んでいる

Ⅴ. 共働き世帯の増加など、ライフスタイル・ワークスタイルの変化
（３）民間企業における状況～民間企業における働き方の柔軟化の進展②～

（出典）厚生労働省「就労条件総合調査」に基づき事務局において作成
（出典）国土交通省「令和４年度テレワーク人口実態調査」に基づき事務局において作成

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

8.00%

10.00%

12.00%

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

フレックスタイム制適用労働者割合

（注）テレワーカーとは、「現在の主な仕事でこれまで、テレワークをしたことがあると回答した人」をいう。
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⚫ 公務においても、フレックスタイム制やテレワーク勤務が浸透してきている

Ⅴ. 共働き世帯の増加など、ライフスタイル・ワークスタイルの変化
（４）公務の状況～フレックスタイム制、テレワークの広がり～

（出典）人事院（2022）「一般職国家公務員のフレックスタイム制の利用状況調査結果（令和3年10月時
点）」（令和4年4月18日テレワーク等の柔軟な働き方に対応した勤務時間制度等の在り方に関する研究
会（第3回）資料2）

（出典）人事院「令和４年度年次報告書」

（注）１ 令和３年10月１日時点の常勤職員（育児短時間勤務職員等及び休職・休業中等の定員外職員
を除く。）の状況を把握したもの

２ 外務省の在外公館については調査対象としていない。
３ 表頭の「育・介」とは、子の養育又は配偶者等の介護をする職員等を指す。
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⚫ 公務においては、共働き世帯における仕事と家庭生活の両立支援の一つの方策として、配偶者同行休業制度
が設けられている

Ⅴ. 共働き世帯の増加など、ライフスタイル・ワークスタイルの変化
（５）公務の状況～配偶者同行休業の創設～

（出典）人事院年次報告書に基づき事務局において作成

（注）配偶者同行休業制度とは、外国で勤務等することとなった配偶者と生活を共にすることを希望
する職員に対し、職員としての身分を保有しつつ、職務に従事しないことを認めることができる無給
の休業制度 31



⚫ 若い世代ほど長期勤続雇用を前提とせず、副業・兼業を求めるなどキャリア意識が高まる傾向にある
⚫ 民間では、多様な働き方のニーズやキャリア意識の高まりを受けて、副業・兼業を認める企業は増加傾向

Ⅵ.キャリア意識の変化など働くことに対する価値観の変化
(１) 民間企業の状況～副業・兼業の状況～

（出典）日本経済団体連合会（2022）「副業・兼業に関するアンケ―ト調査結果」

（出典）企業活力研究所（2018）「経営革新と『稼ぐ力』の向上に向けた仕事とキャ
リアの管理に関する調査研究」
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⚫ 国家公務員については、一部の場合を除き、兼業は認められていない。ただし、非常勤職員については、兼業
規制の対象外となっている

Ⅵ.キャリア意識の変化など働くことに対する価値観の変化
（２）公務の状況～兼業の原則禁止～

国家公務員の兼業について（例）

（出典）国家公務員法等に基づき事務局において作成

認められる兼業の内容 認められない兼業の内容
【参考】
非常勤職員への適用

自営兼業
（国家公務員法第103条）

農業
不動産賃貸業
太陽光発電

営利企業の役員
農業・不動産賃貸・太陽光
発電以外の自営業

無

自営兼業以外の兼業
（国家公務員法第104条）

大学の教員
非営利団体の職員

営利企業の職員 無

（注） 認められる兼業の内容であって、利害関係の有無、職務遂行への影響、公務の公正性及び信頼性の確保等一定の要件を満たす場合に兼業可能
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⚫ ワーク・エンゲージメントが高いほど個人の労働生産性が向上していると感じられる
⚫ 国際比較すると、日本人のワークエンゲージメントは低い水準にあり、向上が求められている

Ⅵ.キャリア意識の変化など働くことに対する価値観の変化
（3）民間企業の状況～エンゲージメント・やりがいの重視～

（注）ワーク・エンゲージメントとは、仕事に関連するポジティブで充実した心理状態として、
「仕事から活力を得ていきいきとしている」（活力）、「仕事に誇りとやりがいを感じている」
（熱意）、「仕事に熱心に取り組んでいる」（没頭）の３つが揃った状態として定義される。

（出典）厚生労働省「令和元年版労働経済の分析」

（出典）厚生労働省「令和元年版労働経済の分析」
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⚫ 国家公務員では、転職意向がある者及び30歳未満の職員において、キャリア意識が強い傾向がある

Ⅵ.キャリア意識の変化など働くことに対する価値観の変化
（4）公務の状況～意識調査の実施～

（出典）人事院「令和４年度年次報告書」第２部第２章第２節図2-14-1,2-14-2を基に作成。「全くその通り」～「全く違う」の5段階評価
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Ⅶ. ダイバーシティの浸透
民間企業・公務の状況～ダイバーシティマネジメントの広がり・女性活躍の推進～

⚫ 民間企業も公務も共に、第5次男女共同参画基本計画に基づき、2025年の成果目標達成に向けて各役職段
階に占める女性の割合の増加傾向が続いている

民間企業の雇用者の各役職段階に占める女性の割合の推移

（出典）内閣府「令和5年版男女共同参画白書」に基づき事務局において作成

国家公務員の各役職段階に占める女性の割合の推移

（出典）内閣府「令和5年版男女共同参画白書」に基づき事務局において作成
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Ⅷ. 説明責任の高まり
(1)民間企業の状況～企業情報の開示の拡大～

⚫ 社会や投資家からの要請も踏まえ、民間企業による情報の開示が進められており、1990年代以降の流れが
近年強化されている

（出典）HR総研（2023）「「データドリブンな人事と人的資本経営・開示の現状」に関するアンケート」

（出典）リンクアンドモチベーション（2023）「機関投資家の人的資本開示に関する意識調査結果」

人的資本経営の重視度（企業）

例：人的資本に関する開示の義務化（企業内容等の開示に関する内閣府令、2023年1月）
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Ⅷ. 説明責任の高まり
（2）公務の状況～行政の説明責任の増大～

⚫ 行政にも透明性が求められてきており、説明責任が増大している

（出典）総務省「行政機関情報公開法の施行の状況について」に基づき事務局において作成
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Ⅷ. 説明責任の高まり
（３）公務の状況～EBPMの推進～

⚫ 各府省は、国民により信頼される行政を展開するため、EBPM（Evidence-Based Policy Making）の推
進に取り組んでいる

（出典）行政改革推進会議（2023）「今後の行政事業レビュー等の取組について」（令和5年3月31日行政改革推進会議（第52回）資料１）及び内閣官房行政改革推進本部事務局（2023）「今後の
EBPMの取組について」（令和5年4月10日EBPM推進委員会（第1回）参考資料7）に基づき事務局において作成

○開催目的：行政事業レビューを通じて政府の活動にEBPMを導入していくため、行政改革推進会議の下に

設置（2023年4月～）

○会長：内閣官房副長官補（内政担当）

○構成員：EBPMに関係する制度官庁及び各府省庁のEBPM統括責任者（政策立案総括審議官等）

○組織内におけるEBPM推進の方針指示、取組状況の把握、見直し

○EBPMを推進するための人材育成・確保

○EBPMの実践に係る知見の蓄積・共有

政府横断的なEBPM推進体制：ＥＢＰＭ推進委員会

各府省庁におけるEBPM推進体制：政策立案総括審議官等
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Ⅸ. 公益・公共性への関心の高まり
(1)民間企業の状況～パーパス経営の広がり、 SDGｓ等国際規範を意識した事業活動～

⚫ 近年、企業の存在意義を示して企業価値の向上を図るパーパス経営やSDGｓ等国際規範を意識した事業活動
が広がっている

（出典）アイディール・リーダーズ株式会社（2021）「パーパスに係るアンケート調
査―パーパス策定企業に勤めるビジネスパーソンへの実態調査―」

（出典）帝国データバンク（2023）「SDGsに関する企業の意識調査（2023年）」

SDGsへの理解と取り組み

40



Ⅸ. 公益・公共性への関心の高まり
（２）公務の状況～各府省におけるミッション等策定～

⚫ 公務においても、民間企業のパーパス等に相当するミッション等を定めて組織理念を発信している府省がある

財務省の例 デジタル庁の例
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